
G7に向けた緊急・危機的状況下における、
子どもの教育を受ける権利を守るための
国際協力の呼びかけ



レジリエンスな教育システム

G7メンバーは、COVID-19、気候変動、紛争のような緊
急事態や危機に強い、質の高い教育システムの強化と
変革を支援しなければならない。

先見性・適応性の高い教育: 災害リスク軽減と緊急事
態への備えを、気候変動学習と適応を含む教育セク
ターの計画に統合し、子ども、ユース、コミュニティと協
議しながら、緊急時の計画と対応において教育を優先
させ、レジリエンスな教育システムを構築する。

子どもの安全とウェルビーイング: 就学前教育プログラ
ム 、メンタルヘルスと心理社会的支援、社会性や感情
の学習（SEL）、中断のない学校給食プログラムへの支
援を強化すること。特に紛争や不安定な状況にある地
域において、性暴力、ジェンダーに基づく暴力、早すぎる
妊娠、女の子に対する有害な慣習（とりわけ早すぎる結
婚と女性性器切除（FGM）による被害を軽減させるため
の予防・報告・照会のメカニズムを強化すること。

学習の回復と加速: 教員の雇用と報酬の維持、安全で
健康的な労働条件を優先すること。そして、ハイテク、
ローテク、ノーテクな遠隔学習の方法、ノンフォーマル教
育、コミュニティベースの教育、特に基礎的な識字能力と
計算能力を習得する加速学習やキャッチアッププログラ
ムへの公正な アクセスを促進すること。

ジェンダー平等と排除されたグループ

G7メンバー国は、最も周縁化されたグループ、特に女の
子と障害をもつ子どもたちに焦点を当て、すべての子ども
たちとともに、そして子どもたちのために、ジェンダー平等
に対応した、危機に強い教育システムの確立を支援する
必要がある。

子どもの参加: 緊急下における支援活動の計画から実
施まで、すべての子どものニーズを満たせるように、子ど
も、ユース、教職員組合、障害者団体、親・保護者、コミュ
ニティやその他子どもの考えを教育や緊急時の対応計画
に持ち込むことができる団体と協議する。

周辺化されたグループ: 特に危機や紛争下において、
教育、保健、子どもの保護制度やサービスにから周辺に
追いやられた子どもやユース（具体的には女の子や障害
のある子どもやユース、妊娠中の女の子や若い母親、難
民や国内避難民の子どもやユース、先住民族など）をよ
り正確に特定し、対応・介入計画で確実に対応するめの
データシステムおよびアプローチを強化すること。

女の子の教育: 低・中所得国において、2026 年まで
に、4000 万人の女の子が学校に通い、10 歳または小学
校修了までに2000 万人の女の子が読解力を身につける
よう支援するという G7による公約を果たすために、追加
教員を180万人採用し訓練を行う。

新型コロナウィルス感染症（COVID-19）や気候変動による災害、アフガ

ニスタン危機、ウクライナ紛争、またその他の世界の安定と安全保障に

関する脅威は極めて大きく、今後も悪化が予想される。

地域社会、家族、そして子どもたちは、普段の生活を瞬く間に奪われ、前例のない

レベルで苦しんでいる。脅威は、教育や保健、子どもの保護といった必要不可欠な

サービスを悪化させ、時には一瞬で吹き飛ばしてしまう。また、現在の難民危機を

さらに悪化させ、危機的状況からの復興を困難なものにしている。

G7メンバー国は、すべての子どもと学習者の教育を受ける権利を危機による中断から守り、

COVID-19や気候変動、紛争などの緊急事態や危機に強い、安全で包括的、ジェンダーの

視点に立った質の高い教育と生涯学習システムを確立するために国際協力を強化し、より

良い未来とSDG4への投資を早急に行う必要がある。
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56. United Nations Girls’ Education Initiative (UNGEI)
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63.  World Vision 
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G7による教育についての公約を継続: 2018年G7で採
択された「途上国の女児・思春期の少女・女性のための
質の高い教育の推進に関するシャルルボワ宣
言」、2021年G7で採択された「女子教育に関する宣
言」、COP26で採択された「グラスゴー気候合意」への
継続的な取り組み、資金拠出、説明責任を確実に行う。

教育予算の確保: 危機状況や緊急時において、教育や
生涯学習システムの予算が削減されないようにする。ま
た教育にかかる資源が公平に、効果的に、効率よく配
分されるようにする。

賛同者:

説明責任と資金調達

G7メンバー国は、人道支援と開発支援の連携を強化し、緊急下の対応と長期的な教育システムのレジリエンスを調和さ
せることを目的として、予測可能かつ柔軟な複数年の教育資金を増やすために官民による投資を促さなければならない。

教育へのODA:  G7の教育に対する公約を果たすた
め、G7各国のODAへの拠出を増額し、人道的資金の
少なくとも 10％を教育に割り当てる。これには、「教育
を後回しにはできない」基金（Education Cannot 
Wait）の新たな戦略計画へ最低15億ドル拠出の確
約、「教育のためのグローバル・パートナーシップ」
（GPE）に不足している 12 億ドルの資金ギャップを埋
めることが含まれる。また、教育分野の対外援助が、
国内課題対応への流用されるのではなく、適切に海外
の支援対象地域に届くようにする。また、教育分野の
ＯＤＡが、国防費と比例して増加するようにする。




